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新型コロナウイルスに対する新年度今後の対応についてver.2


先週末あたりから一気に状況が変化した新型コロナウイルス対応で、多くの加盟園が明日からの新年度の対応に大変気を揉んでおられることと存じます。ご案内の通り、このたび政府は全国の公立小中高校に対して休校要請をしました。現時点では文科省の見解は27日（木）文教課からのメール（23：19発信）と変更はなく、休校の対象は国公私立の小学校、中学校、高等学校及び特別支援学校となり、幼稚園は含まれません。
本日早朝より京都府文教課、京都市こども若者はぐくみ局と連盟・協会役員が協議した結果、現時点での京私幼連盟・協会として加盟園への連絡お願いは次次の通り通りです。

[bookmark: _Hlk36544361]
１．この度の状況の大きな変化を踏まえて、文科省が学校の授業再開に対する具体的なガイドラインを作成し、それを受けて各市町村の教育委員会通知が新たに出される模様です。


２．また市町村ごとに地域の感染状況を勘案して、通知の内容が異なる可能性もあります。

３．参考までに、先日実施した各園への調査では別紙の通り、規模や時間などを縮小するなどして入園式を行い、4月から通常保育、預かり保育を再開される幼稚園が多い結果となっていました。

４．しかしながら現状の大きな変化を踏まえて、入園式をはじめ新学期の対応をどうするべきか、決めあぐねておられる園が大半ではないかと推察します。

５．最終的には各幼稚園の判断により保育の実施の有無や形態を決定することになりますが、近日中に出される文科省のガイドラインを、各都道府県および各市町村が判断して通知をする見込みです。その内容が幼稚園の保育再開の内容や形態等の判断材料になると考えられます。

６．小学校等の入学式に関して新たな通知が出された場合には、その通知をもとにして入園式を、いつ、どのような形式で執り行うべきかを検討することとなります。

７．小学校等の授業再開の目安は、3密（密閉・密集・密着）を可能な限り徹底的に避けること等が前提となることが予想されます。
→この場合の幼稚園としての判断が、非常に難しい部分になると考えられます。
幼児教育は義務教育以上の着座を主とした教育形態とも大きく異なるため、前述した3条件の重なりを全て取り去ることは不可能です。勿論3条件の軽減を意識して保育計画をたてることは大事ですが、保育室の換気が主対策となることを保護者に理解を求めることが重要となると思われます。
全日私幼連によると文科省は幼稚園にむけた保育再開の際のガイドラインの作成は、今のところ検討していないとのことです。

８．特に園バス運行・給食等を実施する場合は、上記のリスクを極力軽減する必要があると考えられます。
（例）園バス→安全性を確保できる範囲で窓の開放、車内空間・シートの消毒等
　　　給食等→給仕に従事する際はマスク着用、室内換気、出来るだけ一人ひとりの間隔を取る等

９．咳エチケットと同じ考え方で、児童がマスクをつける対策が含まれることも予想されます。
しかしながら、乳幼児が正しくマスクを付け続けることは不可能に近く、わずらわしさから外してしまったり、床に脱ぎ捨てたり、他児のマスクを間違って付けたりすることも予想されます。唾液などが付着したマスクが床に落ちていたり、直接手で触れたりすることはむしろ避けるべきで、最終判断は各家庭に任せることも考えられますが、幼稚園では園児のマスク着用は出来るだけしないように求めることが現実的です。どうしても事情のある場合は個別に相談することは必要ですが、咳等が出る場合は、咳エチケットとしてマスクを付けて登園するのではなく、登園しないで自宅で休養することを基本とすべきと思われます。

10．教職員のマスク着用に関しては各園の判断となりますが、園としての考え方を保護者に説明して理解を得ることが必要です。例えば給食給仕中はマスク着用が当然望まれますが、その他の時間帯に着用しない場合などは、子どもとの信頼関係を育むことを主眼としてマスクを着用しないこと等を説明して理解を得てください。

11．学校が学年ごとに隔日で授業を再開する場合も予想されます。そのような地域では保育も同様の形態で実施することを検討せざるを得ないと考えますが、新年度の不安定なこの時期の乳幼児の心の安定を主軸に受け入れを実施することが重要です。例えば可能であれば園バスも増発して、保育時間をクラスや学年ごとにずらして実施することも考えられます。但し、その場合はこの方式がずっと継続できるか否かは現時点では不明であることの理解を保護者に求めることも必要です。

12．園児数、教職員数、空き教室数等により実施できる対策は大きく変わりますが、各園で可能な範囲の対策を講じることと、保護者への丁寧な説明をしながら理解を得ることが非常に重要です。

[bookmark: _GoBack]13．預かり保育の実施に当たっても3密を防ぐ工夫は勿論必要ですが、保育室の広さや預かる子どもの数などにより預かり対象をどこまで広げるかを判断することが大切です。全ての子どもを対象とすることにリスクが高い場合は、新2号や新1号のやむを得ない園児のみを対象とすることも考えられます。

14．現時点の新学期の方針に固執せず、新しい事実が明らかになった場合は方針を根本的に変更する柔軟性が非常に重要です。わずか一日で状況は大きく変化するのが現実です。
但し、今後京都府内などにおいて感染状況などが変わった場合には、私立幼稚園にも休園措置が要請される場合もありますので、ご承知おきください。
15．

記




・私立小中高校は今回の国および文科省の要請の対象校となったため、休校せざるを得ないと考えられる。（京都府私立学校中高連に確認済）
・幼稚園は今回の要請の対象外だが、この度の休校要請の最大の目的は、感染の急激な拡大の防止にある。このことに鑑み、社会的責任を担う私立幼稚園としても基本的には休園措置をとるべき。
・参考までに京都市も現在協議中であるが、公立幼稚園に関しては休園措置をとる方向で調整中。
・私立幼稚園である以上、今回の最終決定は行政ではなく幼稚園側にあるが、何の対策もせずに通常保育を実施した場合に、万が一園で感染が発生した場合のリスクは非常に大きい。
・通常保育は基本的に行わず、自宅待機の協力を要請する一方で、保護者の判断のもと自己責任で任意に登園するなどの形態は考えられる。（別紙参照）ただしその場合も園児、保護者の健康管理の徹底や園が登園基準を定めることは重要。
　（例）
　　＊毎朝家庭での健康状態の確認（検温）
　　＊発熱や咳などの風邪の症状がある場合は登園できない

・保育料の返還に関しては、無償化の対象は在園児の在園期間であることから、今までの休園措置で返金していない限り問題が生じることは考えにくい。（給食費など細かい部分は各園対応の可能性大）
・新2号児、2歳児接続保育対象児への対応に関しては京都市など行政としては、保育実施の要請はあると考えられ、協力が望まれるが、最終的には幼稚園側の判断にゆだねられる。
・卒園式を実施する場合は文教課2月27日（木）発信の文科省の通知「学校の卒業式・入学式等の開催に関する考え方について」を参考。
今後再び休園措置が要請された場合は、保育料以外（バス代、給食費など）の返金などに関しては　　　前回と同様園ごとの対応となります。但し、無償化対象外の2歳児クラスの保育料に関しては各園の規定での判断となります。また、教職員等への休業手当も3月と同様の考え方となります。

16．万が一園児、保護者、教職員等が感染したことが判明した場合は、速やかに京都府文教課、各市町村幼稚園窓口等に連絡して直ちに行政の指導に従って下さい。また感染が疑われる場合等は、速やかに幼稚園に連絡するよう依頼してください。

17．教職員に対して　通勤中や休日の行動等について、出来る限りのリスクを排除する行動の注意喚起を確認してください。万が一の場合は、感染が判明する前の疑わしい段階で速やかに幼稚園に連絡するように依頼しておくことも重要です。（別紙2参照）

18．各園のPTA活動の運営に関しても3密を出来るだけ排除した工夫が必要です。また会議等を開く場合には、万が一の場合の濃厚接触者の範囲限定の資料とするため、会議等の時間の記録や出席者名簿の作成が重要です。また連盟主催のPTA活動やバレーボール大会や各園の自主練習等に関しては4/7の連盟理事会にて決定します。

19．各園で実施する園庭開放等の子育ての支援活動にあたっても、3密を避けることは勿論ですが、上記と同じく万が一の場合に保護者に直接連絡がとれるように、参加者の連絡先や事業実施日の出席簿（同伴の弟妹も含む）等を記録することが重要です。


20．今後も各園に判断材料を提供する目的で、加盟園に調査することも考えられます。その場合、結果はまとまり次第、園名は伏せてフィードバックいたしますので、調査にご協力ください。場合によっては文教課と調査結果を共有することもありますので予めご了承ください。

21．例えば各市町村の具体的なガイドラインが示された時期に、加盟園に保育実施形態等の再調査を行い、出来るだけ速やかに各園にフィードバックすることを計画しています。
　　

